
平
成
十
一
年
法
務
省
令
第
四
号

債
権
管
理
回
収
業
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
規
則

債
権
管
理
回
収
業
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
十
年
法
律
第
百
二
十
六
号
）
及
び
債
権
管
理
回
収
業
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
令
（
平
成
十
一
年
政
令
第
十
四
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
同
法
及
び
同
令
を
実
施
す
る
た

め
、
債
権
管
理
回
収
業
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
許
可
の
申
請
）

第
一
条
　
債
権
管
理
回
収
業
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
法
務
大
臣
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
許
可
申
請
者
」
と
い
う
。
）
は
、
別
紙
様
式
第
一
号
に
よ
り
作
成
し
た
法
第

四
条
第
一
項
の
許
可
申
請
書
（
以
下
「
許
可
申
請
書
」
と
い
う
。
）
に
、
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
書
類
を
添
付
し
て
、
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
許
可
申
請
書
の
そ
の
他
の
記
載
事
項
）

第
二
条
　
法
第
四
条
第
一
項
第
六
号
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
取
締
役
又
は
執
行
役
の
う
ち
代
表
権
を
有
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
そ
の
旨

二
　
主
要
株
主
（
発
行
済
株
式
の
総
数
の
百
分
の
十
以
上
の
株
式
を
自
己
又
は
他
人
の
名
義
を
も
っ
て
所
有
し
て
い
る
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名
及
び
住
所

三
　
法
第
四
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
役
員
以
外
の
法
第
五
条
第
七
号
に
規
定
す
る
役
員
等
が
存
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
者
の
会
社
に
お
け
る
職
名
又
は
呼
称
及
び
氏
名
並
び
に
住
所

四
　
法
第
五
条
第
七
号
に
規
定
す
る
役
員
等
（
以
下
「
役
員
等
」
と
い
う
。
）
が
、
自
ら
事
業
を
営
み
、
若
し
く
は
事
業
を
営
む
者
の
使
用
人
と
な
り
、
又
は
他
の
法
人
の
役
員
若
し
く
は
使
用
人
と
な
っ
て
い
る
と
き
は
、
当
該
役
員

等
の
氏
名
並
び
に
こ
れ
を
使
用
す
る
者
の
氏
名
又
は
当
該
法
人
の
商
号
若
し
く
は
名
称
、
そ
の
住
所
及
び
当
該
事
業
の
種
類
又
は
当
該
法
人
の
業
務
の
種
類

五
　
許
可
申
請
者
の
使
用
人
で
あ
っ
て
、
本
店
そ
の
他
の
営
業
所
に
お
い
て
債
権
管
理
回
収
業
の
実
施
業
務
を
担
当
す
る
管
理
職
の
地
位
に
あ
る
者
及
び
こ
れ
を
直
接
補
佐
す
る
者
（
以
下
「
重
要
な
使
用
人
」
と
い
う
。
）
の
氏
名
及

び
住
所

（
許
可
申
請
書
の
添
付
書
類
）

第
三
条
　
法
第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

一
　
定
款

二
　
登
記
事
項
証
明
書

三
　
役
員
等
及
び
重
要
な
使
用
人
の
住
民
票
（
本
籍
の
記
載
の
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
抄
本
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

四
　
取
締
役
で
あ
る
弁
護
士
が
法
第
六
条
第
二
項
た
だ
し
書
に
定
め
る
所
属
弁
護
士
会
の
推
薦
を
受
け
た
者
で
あ
る
と
き
は
そ
の
旨
を
証
明
す
る
書
面
の
写
し

五
　
許
可
申
請
者
が
別
紙
様
式
第
二
号
に
よ
り
作
成
し
た
法
第
五
条
各
号
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

六
　
役
員
等
が
そ
れ
ぞ
れ
別
紙
様
式
第
三
号
に
よ
り
作
成
し
た
法
第
五
条
第
七
号
イ
か
ら
チ
ま
で
に
掲
げ
る
各
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

七
　
許
可
申
請
者
の
組
織
図
及
び
業
務
の
概
要
を
記
載
し
た
書
面

（
心
身
の
故
障
に
よ
り
債
権
管
理
回
収
業
に
係
る
業
務
を
適
正
に
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
者
）

第
三
条
の
二
　
法
第
五
条
第
七
号
イ
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
精
神
の
機
能
の
障
害
に
よ
り
債
権
管
理
回
収
業
に
係
る
業
務
を
適
正
に
行
う
に
当
た
っ
て
必
要
な
認
知
、
判
断
及
び
意
思
疎
通
を
適
切
に
行
う
こ
と
が
で

き
な
い
者
と
す
る
。

（
変
更
の
届
出
等
）

第
四
条
　
法
第
七
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
で
あ
る
こ
と
と
す
る
。

一
　
法
第
十
二
条
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
法
務
大
臣
の
承
認
を
受
け
て
営
む
業
務
（
以
下
「
兼
業
」
と
い
う
。
）
を
廃
止
し
た
場
合

二
　
取
締
役
で
あ
る
弁
護
士
が
弁
護
士
法
第
五
十
六
条
に
よ
る
懲
戒
処
分
を
受
け
た
こ
と
を
知
っ
た
場
合

三
　
組
織
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合

２
　
債
権
回
収
会
社
は
、
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
別
紙
様
式
第
四
号
に
よ
り
作
成
し
た
変
更
等
届
出
書
に
、
第
三
条
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
う
ち
変
更
に
係
る
も
の
を
添
付
し
て
、
法
務
大
臣

に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
事
業
譲
渡
等
の
認
可
申
請
）

第
五
条
　
法
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
債
権
管
理
回
収
業
の
全
部
又
は
一
部
の
譲
渡
及
び
譲
受
け
（
以
下
「
事
業
譲
渡
等
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
、
譲
受
人
が
法
第
三
条
の
許
可
を
受
け
た
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
事
業
譲
渡
等
の
認

可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
紙
様
式
第
五
号
に
よ
り
作
成
し
た
事
業
譲
渡
等
認
可
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
事
業
譲
渡
等
の
経
緯
を
説
明
し
た
書
面

二
　
事
業
譲
渡
等
が
株
主
総
会
又
は
取
締
役
会
の
決
議
を
要
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
に
関
す
る
株
主
総
会
又
は
取
締
役
会
の
議
事
録
の
写
し

三
　
事
業
譲
渡
等
の
契
約
書
の
写
し

２
　
事
業
譲
渡
等
に
お
い
て
、
譲
受
人
が
法
第
三
条
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
事
業
譲
渡
等
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
紙
様
式
第
六
号
に
よ
り
作
成
し
た
事
業
譲
渡
等
認
可
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ

る
書
類
を
添
付
し
て
、
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
前
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類

二
　
譲
受
人
に
係
る
第
三
条
各
号
の
書
類
（
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
各
号
中
「
許
可
申
請
」
と
あ
る
の
は
「
事
業
譲
渡
等
認
可
申
請
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。
）

（
合
併
及
び
分
割
の
認
可
申
請
）

第
六
条
　
法
第
八
条
第
二
項
前
段
に
規
定
す
る
合
併
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
紙
様
式
第
七
号
に
よ
り
作
成
し
た
合
併
認
可
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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一
　
合
併
の
経
緯
等
を
説
明
し
た
書
面

二
　
株
主
総
会
の
議
事
録
の
写
し
（
合
併
契
約
に
つ
い
て
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
る
承
認
を
要
し
な
い
と
き
は
、
取
締
役
会
の
議
事
録
の
写
し
）

三
　
合
併
契
約
書
の
写
し

四
　
合
併
後
存
続
す
る
会
社
又
は
合
併
に
よ
り
設
立
さ
れ
る
会
社
（
以
下
「
合
併
会
社
」
と
い
う
。
）
に
係
る
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
定
款

ロ
　
役
員
等
と
な
る
者
及
び
重
要
な
使
用
人
と
な
る
者
の
住
民
票
（
本
籍
の
記
載
の
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
抄
本
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

ハ
　
取
締
役
と
な
る
弁
護
士
が
法
第
六
条
第
二
項
た
だ
し
書
に
定
め
る
所
属
弁
護
士
会
の
推
薦
を
受
け
た
者
で
あ
る
と
き
は
そ
の
旨
を
証
明
す
る
書
面
の
写
し

ニ
　
合
併
会
社
の
代
表
取
締
役
又
は
代
表
執
行
役
（
以
下
「
代
表
取
締
役
等
」
と
い
う
。
）
と
な
る
者
が
別
紙
様
式
第
八
号
に
よ
り
作
成
し
た
法
第
五
条
各
号
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

ホ
　
役
員
等
と
な
る
者
が
そ
れ
ぞ
れ
別
紙
様
式
第
九
号
に
よ
り
作
成
し
た
法
第
五
条
第
七
号
イ
か
ら
チ
ま
で
に
掲
げ
る
各
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

ヘ
　
組
織
図
及
び
業
務
の
概
要
を
記
載
し
た
書
面

五
　
合
併
の
当
事
者
が
法
第
三
条
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
者
に
係
る
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
定
款

ロ
　
登
記
事
項
証
明
書

２
　
法
第
八
条
第
二
項
後
段
に
規
定
す
る
分
割
の
認
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
紙
様
式
第
七
号
の
二
に
よ
り
作
成
し
た
分
割
認
可
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
て
、
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
分
割
の
経
緯
等
を
説
明
し
た
書
面

二
　
株
主
総
会
の
議
事
録
の
写
し
（
吸
収
分
割
契
約
又
は
新
設
分
割
計
画
に
つ
い
て
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
る
承
認
を
要
し
な
い
と
き
は
、
取
締
役
会
の
議
事
録
の
写
し
）

三
　
吸
収
分
割
契
約
書
又
は
新
設
分
割
計
画
書
の
写
し

四
　
分
割
に
よ
り
債
権
管
理
回
収
業
を
承
継
す
る
会
社
又
は
営
業
を
承
継
す
る
債
権
回
収
会
社
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
承
継
会
社
」
と
い
う
。
）
に
係
る
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
定
款

ロ
　
役
員
等
と
な
る
者
及
び
重
要
な
使
用
人
と
な
る
者
の
住
民
票
（
本
籍
の
記
載
の
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
抄
本
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

ハ
　
取
締
役
と
な
る
弁
護
士
が
法
第
六
条
第
二
項
た
だ
し
書
に
定
め
る
所
属
弁
護
士
会
の
推
薦
を
受
け
た
者
で
あ
る
と
き
は
そ
の
旨
を
証
明
す
る
書
面
の
写
し

ニ
　
承
継
会
社
の
代
表
取
締
役
等
と
な
る
者
が
別
紙
様
式
第
八
号
に
よ
り
作
成
し
た
法
第
五
条
各
号
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

ホ
　
役
員
等
と
な
る
者
が
そ
れ
ぞ
れ
別
紙
様
式
第
九
号
に
よ
り
作
成
し
た
法
第
五
条
第
七
号
イ
か
ら
チ
ま
で
に
掲
げ
る
各
事
由
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

ヘ
　
組
織
図
及
び
業
務
の
概
要
を
記
載
し
た
書
面

五
　
分
割
を
す
る
会
社
が
債
権
回
収
会
社
で
な
い
場
合
に
お
い
て
当
該
分
割
を
す
る
会
社
に
係
る
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
定
款

ロ
　
登
記
事
項
証
明
書

（
廃
業
の
届
出
等
）

第
七
条
　
法
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
を
す
る
者
は
、
別
紙
様
式
第
十
号
に
よ
り
作
成
し
た
廃
業
等
届
出
書
に
、
次
に
掲
げ
る
書
面
を
添
付
し
て
、
法
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
届
出
を
す
る
者
が
法
第
十
条
第
一
項
各
号
の
区
分
に
応
じ
そ
の
号
に
定
め
る
者
で
あ
る
旨
を
証
す
る
書
類

二
　
届
出
に
係
る
事
項
を
記
載
し
た
登
記
事
項
証
明
書
又
は
こ
れ
に
代
わ
る
書
面

（
兼
業
の
承
認
申
請
）

第
八
条
　
法
第
十
二
条
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
法
務
大
臣
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
紙
様
式
第
十
一
号
に
よ
り
作
成
し
た
兼
業
承
認
申
請
書
に
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
記
載
し
た
書
類
を
添
付
し
て
、
法
務
大
臣
に
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
兼
業
の
内
容
及
び
方
法

二
　
兼
業
に
係
る
損
失
の
危
険
の
管
理
方
法

三
　
兼
業
を
所
掌
す
る
組
織
及
び
人
員
配
置

（
受
取
証
書
の
記
載
事
項
）

第
九
条
　
法
第
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
債
権
回
収
会
社
の
商
号
、
本
店
の
所
在
地
及
び
許
可
番
号

二
　
受
領
金
額
及
び
そ
の
利
息
、
賠
償
額
の
予
定
（
違
約
金
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
に
基
づ
く
賠
償
金
又
は
元
本
へ
の
充
当
額

三
　
受
領
年
月
日

四
　
弁
済
を
受
け
た
旨
を
示
す
文
字

五
　
弁
済
金
を
受
領
し
た
者
の
氏
名

六
　
債
務
者
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名

七
　
債
務
者
以
外
の
者
が
債
務
の
弁
済
を
し
た
場
合
に
は
、
そ
の
者
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名

八
　
弁
済
を
受
け
た
債
権
の
債
権
者
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名

2



九
　
弁
済
を
受
け
た
債
権
の
発
生
年
月
日
、
発
生
原
因
並
び
に
発
生
時
の
債
権
者
（
以
下
「
原
債
権
者
」
と
い
う
。
）
及
び
金
額

十
　
弁
済
後
の
残
存
債
務
の
額
及
び
そ
の
内
訳

（
債
権
の
管
理
又
は
回
収
に
当
た
り
明
ら
か
に
す
べ
き
事
項
）

第
十
条
　
法
第
十
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
債
権
回
収
会
社
に
お
け
る
自
己
の
役
職
名
又
は
地
位

二
　
債
権
回
収
会
社
の
管
理
又
は
回
収
の
権
限
の
基
礎
と
な
る
事
実

三
　
管
理
又
は
回
収
に
係
る
債
権
の
発
生
年
月
日
、
発
生
原
因
及
び
原
債
権
者
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名

四
　
相
手
方
の
請
求
が
あ
っ
た
時
点
に
お
け
る
管
理
又
は
回
収
に
係
る
債
権
の
額
及
び
そ
の
内
訳

五
　
特
定
金
銭
債
権
に
係
る
債
務
で
あ
っ
て
利
息
制
限
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
号
）
第
一
条
第
一
項
に
定
め
る
利
息
の
制
限
額
を
超
え
る
利
息
（
同
法
第
三
条
の
規
定
に
よ
っ
て
利
息
と
み
な
さ
れ
る
金
銭
を
含
む
。
以
下
同

じ
。
）
の
支
払
を
伴
い
、
又
は
そ
の
不
履
行
に
よ
る
賠
償
額
の
予
定
が
同
法
第
四
条
に
定
め
る
制
限
額
を
超
え
る
も
の
に
つ
い
て
、
債
務
者
又
は
保
証
人
（
以
下
「
債
務
者
等
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
法
第
十
八
条
第
五
項
に
違
反

し
な
い
限
り
に
お
い
て
、
そ
の
履
行
を
請
求
し
た
場
合
に
は
、
当
該
請
求
に
係
る
金
額
、
内
訳
及
び
そ
の
算
出
の
根
拠

六
　
相
手
方
が
保
証
人
で
あ
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
主
た
る
債
務
者
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名

ロ
　
保
証
契
約
の
年
月
日

ハ
　
保
証
の
範
囲

ニ
　
保
証
人
が
主
た
る
債
務
者
と
連
帯
し
て
債
務
を
負
担
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨

（
身
分
証
明
書
の
携
帯
等
）

第
十
一
条
　
債
権
管
理
回
収
業
の
実
施
業
務
に
従
事
す
る
者
は
、
そ
の
業
務
を
行
う
に
当
た
り
、
債
権
回
収
会
社
の
商
号
、
許
可
番
号
及
び
自
己
の
氏
名
を
記
載
し
た
身
分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
相
手
方
の
請
求
が
あ
っ
た
と
き

は
、
こ
れ
を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
広
告
の
規
制
）

第
十
二
条
　
法
第
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
管
理
若
し
く
は
回
収
の
委
託
を
受
け
、
又
は
譲
り
受
け
る
債
権
の
範
囲
に
関
す
る
事
項

二
　
前
号
に
規
定
す
る
債
権
の
受
託
手
数
料
又
は
譲
受
け
代
金
に
関
す
る
事
項

三
　
債
権
回
収
会
社
の
資
力
又
は
信
用
に
関
す
る
事
項

四
　
業
務
の
範
囲
に
関
す
る
事
項

五
　
業
務
の
実
績
に
関
す
る
事
項

（
委
任
状
の
記
載
事
項
）

第
十
三
条
　
法
第
十
八
条
第
三
項
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
委
任
状
の
作
成
年
月
日

二
　
債
権
回
収
会
社
の
商
号
及
び
本
店
の
所
在
地

三
　
債
権
者
及
び
債
務
者
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名

四
　
第
十
条
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項

五
　
弁
済
期
限
、
弁
済
方
法
、
弁
済
回
数
、
利
息
及
び
賠
償
額
の
予
定
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
内
容

六
　
期
限
の
利
益
の
喪
失
の
定
め
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
内
容

七
　
保
証
人
か
ら
取
得
す
る
委
任
状
で
あ
る
と
き
は
、
保
証
人
の
商
号
、
名
称
又
は
氏
名
及
び
第
十
条
第
六
号
に
掲
げ
る
事
項

（
業
務
に
関
す
る
規
制
）

第
十
四
条
　
法
第
十
八
条
第
九
項
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
行
為
は
、
次
に
掲
げ
る
行
為
と
す
る
。

一
　
委
託
者
の
た
め
に
収
受
し
た
弁
済
金
を
自
己
の
財
産
と
明
確
に
区
分
せ
ず
に
保
管
す
る
こ
と
。

二
　
債
権
回
収
会
社
の
業
務
上
の
用
途
以
外
の
用
途
に
使
用
す
る
た
め
に
、
債
務
者
等
の
信
用
情
報
を
収
集
し
、
又
は
収
集
し
た
信
用
情
報
を
債
権
回
収
会
社
の
業
務
上
の
用
途
以
外
の
用
途
に
使
用
す
る
こ
と
。

三
　
債
権
回
収
会
社
の
営
業
所
ご
と
に
、
公
衆
の
見
や
す
い
場
所
に
、
別
紙
様
式
第
十
二
号
に
よ
り
作
成
し
た
標
識
を
掲
示
し
な
い
で
営
業
す
る
こ
と
。

（
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
）

第
十
五
条
　
法
第
二
十
条
に
規
定
す
る
法
務
省
令
で
定
め
る
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
と
は
、
次
に
掲
げ
る
帳
簿
書
類
と
す
る
。

一
　
債
務
者
ご
と
の
債
権
回
収
状
況
に
関
す
る
明
細
表
で
、
債
権
の
内
容
及
び
弁
済
状
況
を
記
録
し
た
も
の

二
　
管
理
若
し
く
は
回
収
の
委
託
を
受
け
、
又
は
譲
り
受
け
た
債
権
（
以
下
「
取
扱
債
権
」
と
い
う
。
）
に
係
る
当
該
委
託
又
は
譲
受
け
の
契
約
内
容
、
取
扱
債
権
の
内
容
及
び
担
保
に
関
す
る
状
況
並
び
に
管
理
又
は
回
収
状
況
（
委

託
契
約
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
は
回
収
金
の
支
払
状
況
を
含
む
。
）
を
記
録
し
た
も
の

三
　
取
扱
債
権
に
関
し
、
債
権
回
収
会
社
が
訴
訟
、
調
停
、
和
解
、
強
制
執
行
、
担
保
権
の
実
行
そ
の
他
の
手
続
の
当
事
者
と
な
っ
た
場
合
、
そ
の
概
要
及
び
結
果
を
記
録
し
た
も
の

四
　
取
扱
債
権
に
関
し
、
債
務
者
等
と
の
交
渉
の
経
過
を
記
録
し
た
も
の
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五
　
法
第
十
五
条
に
よ
り
交
付
し
た
証
書
の
写
し
つ
づ
り

六
　
管
理
又
は
回
収
に
係
る
債
権
の
証
書
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
入
手
状
況
及
び
法
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
返
還
し
た
状
況
を
記
録
し
た
も
の

七
　
特
定
金
銭
債
権
に
係
る
債
務
で
あ
っ
て
利
息
制
限
法
第
一
条
第
一
項
に
定
め
る
利
息
の
制
限
額
を
超
え
る
利
息
の
支
払
を
伴
い
、
又
は
そ
の
不
履
行
に
よ
る
賠
償
額
の
予
定
が
同
法
第
四
条
に
定
め
る
制
限
額
を
超
え
る
も
の
に

つ
い
て
、
債
務
者
等
に
対
し
、
法
第
十
八
条
第
五
項
に
違
反
し
な
い
限
り
に
お
い
て
、
そ
の
履
行
を
請
求
す
る
場
合
に
は
、
当
該
請
求
に
係
る
金
額
、
内
訳
及
び
そ
の
算
出
の
根
拠
を
記
録
し
た
も
の

八
　
前
号
に
規
定
す
る
帳
簿
書
類
の
作
成
に
用
い
た
関
係
資
料
の
つ
づ
り

２
　
債
権
回
収
会
社
は
、
前
項
各
号
に
規
定
す
る
帳
簿
書
類
を
、
取
扱
債
権
の
委
託
契
約
が
終
了
し
た
日
又
は
取
扱
債
権
が
弁
済
そ
の
他
の
事
由
に
よ
り
消
滅
し
た
日
か
ら
少
な
く
と
も
五
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
事
業
報
告
書
の
様
式
等
）

第
十
六
条
　
法
第
二
十
一
条
に
規
定
す
る
事
業
報
告
書
は
、
別
紙
様
式
第
十
三
号
に
よ
り
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
事
業
報
告
書
に
は
、
会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
四
百
三
十
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
計
算
書
類
及
び
そ
の
附
属
明
細
書
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
職
員
の
身
分
証
明
書
の
様
式
）

第
十
七
条
　
法
第
二
十
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
証
明
書
は
、
別
紙
様
式
第
十
四
号
に
よ
る
も
の
と
す
る
（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
又
は
質
問
を
す
る
職
員
の
身
分
を
示
す
証
明
書
を
除
く
。
）
。

（
公
告
の
方
法
）

第
十
八
条
　
法
第
二
十
五
条
に
規
定
す
る
監
督
処
分
の
公
告
は
、
官
報
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

附
　
則

こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
平
成
十
一
年
二
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
九
月
一
八
日
法
務
省
令
第
三
五
号
）

こ
の
省
令
は
、
内
閣
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
三
年
一
月
六
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
一
月
二
四
日
法
務
省
令
第
四
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
二
年
十
一
月
三
十
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
二
月
二
八
日
法
務
省
令
第
四
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
三
年
一
月
六
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
三
年
三
月
三
〇
日
法
務
省
令
第
三
六
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
三
年
八
月
二
四
日
法
務
省
令
第
六
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
三
年
九
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
五
年
三
月
三
一
日
法
務
省
令
第
二
三
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
六
年
三
月
三
一
日
法
務
省
令
第
二
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
二
月
二
四
日
法
務
省
令
第
一
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
七
年
三
月
七
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
四
月
二
二
日
法
務
省
令
第
六
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
八
年
三
月
二
九
日
法
務
省
令
第
二
八
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
〇
年
一
〇
月
二
九
日
法
務
省
令
第
五
九
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
年
十
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
六
月
二
八
日
法
務
省
令
第
九
号
）

こ
の
省
令
は
、
令
和
元
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
九
月
一
三
日
法
務
省
令
第
三
三
号
）

こ
の
省
令
は
、
令
和
元
年
九
月
十
四
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
三
年
三
月
一
五
日
法
務
省
令
第
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
三
月
三
十
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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別
紙
様
式
第
１
号
（
第
１
条
関
係
）

別紙様式第１号（第１条関係） （第１面）

年 月 日

殿法務大臣

郵便番号 －

住 所申請者

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

許可申請書

債権管理回収業に関する特別措置法第３条の規定により，債権管理回収業の

許可を申請します。

この申請書及び添付書類の記載事項は，事実に相違ありません。

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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（第２面）

許 可 番 号 第 号（ 年 月 日）※

（ふりがな）

１ 商 号

（ふりがな）

２ 代表者氏名

（郵便番号 － ）

３ 住 所 電話番号（ ） －

４ 資本金の額 円

注 「 許可番号」欄は，記載しないこと。※

（第３面）

５ 役員等

（ふりがな） 生 年 月 日 本 籍

氏 名 役職名・呼称 住 所

注１ 「役員等」とは，法第５条第７号に規定する役員等をいい，その職にあるもの全て．

を記載すること。記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載し

て，その書面を第３面の次に添付すること。

２．取締役又は執行役のうち代表権を有する者及び役員のうち弁護士である者について

は，その旨及び所属弁護士会名を役職名・呼称欄に記載すること。
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（第４面）

６ 本店その他の営業所の名称及び所在地

名 称

（ 設 置 年 月 日 ） 所 在 地

（本 店）

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

（その他の営業所）

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

計 店

注 記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面を第

４面の次に添付すること。
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（第５面）

７ 主要株主の商号，名称又は氏名及び住所

( A ) 発 行 済 株 式 の

総数 株

（ふ り が な） 割 合

商号，名称又は氏名 (B)保有する株式の数 B / A × 1 0 0 住 所

注１ 「主要株主」とは，規則第２条第２号に規定する主要株主をいう。．

２．記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面を

第５面の次に添付すること。
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（第６面）

８ 役員等の兼職状況

（ ふ り が な ） 事業の種類又は法
役員等を使用する者の氏名又は法人の

役 員 等 の 氏 名 種類
商号若しくは名称及びその住所（自営

人の業務の
の場合はその旨）

注１ 「事業の種類」及び「業務の種類」は，日本標準産業分類表細分類により記載する．

こと。

２．記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面を

第６面の次に添付すること。
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（第７面）

９ 重要な使用人

（ふりがな） 生 年 月 日 本 籍
氏 名 職 名 ・ 呼 称 住 所

計 名

注１ 「重要な使用人」とは，規則第２条第５号に規定する重要な使用人をいう。．

２．記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面を

第７面の次に添付すること。

（第８面）

１０ 登録免許税領収書貼付欄
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別
紙
様
式
第
２
号
（
第
３
条
第
５
号
関
係
）

別紙様式第２号（第３条第５号関係）

年 月 日

殿法務大臣

商 号

代表者の氏名

（必ず自署のこと）

誓 約 書

当社は，債権管理回収業に関する特別措置法第５条各号に該当し

ない者であることを誓約します。

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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別
紙
様
式
第
３
号
（
第
３
条
第
６
号
関
係
）

別紙様式第３号（第３条第６号関係）

年 月 日

殿法務大臣

商 号

役職名又は呼称

氏 名

（必ず自署のこと）

誓 約 書

私は，債権管理回収業に関する特別措置法第５条第７号イからチ

までに掲げる各事由に該当しない者であることを誓約します。

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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別
紙
様
式
第
４
号
（
第
４
条
関
係
）

別紙様式第４号（第４条関係）

年 月 日

殿法務大臣

許可番号届出者

郵便番号 －

住 所

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

変更等届出書

下記の事項について変更等がありましたので，債権管理回収業に関する特

別措置法第７条第１項の規定により届け出ます。

記

年 月 日 事 項

注１ 「事項」欄には，変更等事項を詳細に記載すること。．

２．用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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別
紙
様
式
第
５
号
（
第
５
条
第
１
項
関
係
）

別紙様式第５号（第５条第１項関係）

年 月 日

殿法務大臣

許可番号申請者

郵便番号 －

譲渡会社住所

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

許可番号申請者

郵便番号 －

譲受会社住所

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

事業譲渡等認可申請書

債権管理回収業に関する特別措置法第８条第１項の規定により，次のとお

り債権管理回収業の全部又は一部の譲渡及び譲受けの認可を受けたいので申

請します。

譲 渡 予 定 年 月 日

譲渡する債権管理回収

業の許可の年月日

注１．不要な字句は消して使用すること。

２．用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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別
紙
様
式
第
６
号
（
第
５
条
第
２
項
関
係
）

（ ） （ ）別紙様式第６号 第５条第２項関係 第１面

年 月 日

殿法務大臣

許可番号申請者

郵便番号 －

譲渡会社住所

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

郵便番号 －

譲受会社住所申請者

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

事業譲渡等認可申請書

債権管理回収業に関する特別措置法第８条第１項の規定により，次のとお

り債権管理回収業の全部又は一部の譲渡及び譲受けの認可を受けたいので申

請します。

譲 渡 予 定 年 月 日

譲渡する債権管理回収

業の許可の年月日

注１．不要な字句は消して使用すること。

２．用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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１ 商号

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

２ 代表者氏名

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

３ 住所

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

４ 資本金の額

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

５ 役員等

別紙様式第１号（第３面）に同じ。

６ 本店その他の営業所の名称及び所在地

別紙様式第１号（第４面）に同じ。

７ 主要株主の商号，名称又は氏名及び住所

別紙様式第１号（第５面）に同じ。

８ 役員等の兼職状況

別紙様式第１号（第６面）に同じ。

９ 重要な使用人

別紙様式第１号（第７面）に同じ。

16



別
紙
様
式
第
７
号
（
第
６
条
第
１
項
関
係
）

別紙様式第７号（第６条第１項関係） （第１面）

年 月 日

殿法務大臣

許可番号申請者

郵便番号 －

住 所

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

許可番号申請者

郵便番号 －

住 所

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

合併認可申請書

債権管理回収業に関する特別措置法第８条第２項前段の規定により，次の

とおり債権回収会社の合併の認可を受けたいので申請します。

合併予定年月日

注１．許可番号は，申請者が債権回収会社以外の者である場合は記載を要しない。

２．記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面を

添付すること。

３．用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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以下の事項は，合併後存続する会社若しくは合併により設立される会社について記載す

ること。

１ 商号

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

２ 代表者氏名

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

３ 住所

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

４ 資本金の額

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

５ 役員等

別紙様式第１号（第３面）に同じ。

６ 本店その他の営業所の名称及び所在地

別紙様式第１号（第４面）に同じ。

７ 主要株主の商号，名称又は氏名及び住所

別紙様式第１号（第５面）に同じ。

８ 役員等の兼職状況

別紙様式第１号（第６面）に同じ。

９ 重要な使用人

別紙様式第１号（第７面）に同じ。
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別
紙
様
式
第
７
号
の
２
（
第
６
条
第
２
項
関
係
）

別紙様式第７号の２（第６条第２項関係） （第１面）

年 月 日

殿法務大臣

許可番号申請者

郵便番号 －

住 所

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

許可番号申請者

郵便番号 －

住 所

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

分割認可申請書

債権管理回収業に関する特別措置法第８条第２項後段の規定により，次の

とおり分割の認可を受けたいので申請します。

分割予定年月日

注１．許可番号は，申請者が債権回収会社以外の者である場合は記載を要しない。

２．記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面を

添付すること。

３．用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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以下の事項は，分割後の債権回収会社若しくは分割により債権管理回収業を承継する会

社について記載すること。

１ 商号

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

２ 代表者氏名

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

３ 住所

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

４ 資本金の額

別紙様式第１号（第２面）に同じ。

５ 役員等

別紙様式第１号（第３面）に同じ。

６ 本店その他の営業所の名称及び所在地

別紙様式第１号（第４面）に同じ。

７ 主要株主の商号，名称又は氏名及び住所

別紙様式第１号（第５面）に同じ。

８ 役員等の兼職状況

別紙様式第１号（第６面）に同じ。

９ 重要な使用人

別紙様式第１号（第７面）に同じ。
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別
紙
様
式
第
８
号
（
第
６
条
第
４
号
ニ
関
係
）

別紙様式第８号（第６条第４号ニ関係）

年 月 日

殿法務大臣

合併後存続（合併により設立）

する会社の商号

代表者の氏名

（必ず自署のこと）

誓 約 書

当社は，債権管理回収業に関する特別措置法第５条各号に該当し

ない者であることを誓約します。

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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別
紙
様
式
第
９
号
（
第
６
条
第
４
号
ホ
関
係
）

別紙様式第９号（第６条第４号ホ関係）

年 月 日

殿法務大臣

合併後存続（合併により設立）

する会社の商号

役職名又は呼称

氏 名

（必ず自署のこと）

誓 約 書

私は，債権管理回収業に関する特別措置法第５条第７号イからチ

までに掲げる各事由に該当しない者であることを誓約します。

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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別
紙
様
式
第
１
０
号
（
第
７
条
関
係
）

別紙様式第１０号（第７条関係）

年 月 日

殿法務大臣

届出者と債権回収会社であった会社との関係

郵便番号 －

住 所

電話番号（ ） －

氏 名

廃業等届出書

下記事由に該当することとなりましたので，債権管理回収業に関する特別

措置法第１０条第１項の規定により届け出ます。

記

廃 業 等 を し た 債 権

回 収 会 社 の 商 号

許 可 番 号

該当事由発生年月日

該 当 事 由

注１ 「該当事由」欄は，法第１０条第１項各号に規定する事項のうち，該当する事由の．

号の番号を記載すること。なお，同項第３号に該当する場合は，その理由も併せて記

載すること。

２．用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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別
紙
様
式
第
１
１
号
（
第
８
条
関
係
）

別紙様式第１１号（第８条関係）

年 月 日

殿法務大臣

許可番号申請者

郵便番号 －

住 所

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

兼業承認申請書

債権管理回収業に関する特別措置法第１２条の規定により，債権管理回収

。業以外及び同条掲記以外の業務を営むことの承認を受けたいので申請します

事 業 の 種 類

事業開始予定年月日

注１ 「事業の種類」欄は，日本標準産業分類表細分類により記載すること。．

２．用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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別
紙
様
式
第
１
２
号
（
第
１
４
条
関
係
）

別紙様式第１２号（第１４条関係）

30㎝以上

債権管理回収業許可証

20

㎝ 許 可 番 号 法 務 大 臣 第 号

以

上 許 可 年 月 日 年 月 日

（ 債 権 回 収 会 社 の 商 号 ）
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別
紙
様
式
第
１
３
号
（
第
１
６
条
関
係
）

別紙様式第１３号（第１６条関係） （第1面）

年 月 日提出

事 業 報 告 書

年 月 日から

第 期

年 月 日まで

法務大臣 殿

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

住 所 郵便番号 －

電話番号（ ） －

商 号

代表者の氏名

事業の状況を次のとおり報告いたします。

目 次

１ 業務の概要

(1) 当期の債権管理回収業務の概要

(2) 兼業承認を受けている場合はその業務及び概要

２ 本店その他の営業所の名称及び所在地

３ 組織図

４ 役職員の増減

５ 役員等の略歴及び所有自社株式

６ 役員等の兼職状況

７ 重要な使用人

８ 主要株主の状況

９ 株主総会の状況

10 取扱債権の状況

11 主要取引先

(1) 管理又は回収の委託を受けた相手方

(2) 譲り受けた相手方

(3) 管理又は回収の委託をした相手方

(4) 譲り渡した相手方

12 債権の回収の手法

13 債権の担保内訳

14 延滞債権の状況

15 法的手続の当事者となった件数

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。
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（第2面）

１ 業務の概要

(1) 当期の債権管理回収業務の概要

(2) 兼業承認を受けている場合はその業務及び概要

（第3面）

２ 本店その他の営業所の名称及び所在地

名 称
所 在 地

（ 設 置 年 月 日 ）

（本 店）

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

（その他の営業所）

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

（ 年 月 日） 電話番号（ ） －

計 店

注 記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面を

第３面の次に添付すること。

（第4面）

３ 組織図

27



（第5面）

４ 役職員の増減

（単位：人）

区 分 前 期 末 当 期 末 増 減

役 員

（うち非常勤役員） （ ） （ ） （ ）

使 用 人

（うち債務者と直接交渉にあたる者） （ ） （ ） （ ）

そ の 他

（うち債務者と直接交渉にあたる者） （ ） （ ） （ ）

合 計

注１ 「債務者と直接交渉にあたる者」欄には，債務者に架電したり，債務者の自宅

等を訪問する者について記載すること。

２ 「その他」欄には，一時的又は臨時に雇用している従業員について記載するこ

と。
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（第6面）

５ 役員等の略歴及び所有自社株式

氏 名 所有自社
役職名・呼称 略 歴 備 考

(生年月日及び住所) 株式数

株

計 名

注１ 「略歴」欄には，職歴を簡潔に記載すること。

２ 取締役又は執行役のうち代表権を有する者及び弁護士である者については，備考

欄にその旨を記載すること。

３ 記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面

を第６面の次に添付すること。
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（第7面）

６ 役員等の兼職状況

（ ふ り が な ）
役員等を使用する者の氏名又は法人の

事業の種類又は法
商号若しくは名称及びその住所（自営

人の業務の種類
役員等の氏名 の場合はその旨）

注１ 「業務の種類」及び「事業の種類」は，日本標準産業分類表細分類により記載す

ること。

２ 記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面

を第７面の次に添付すること。

30



（第8面）

７ 重要な使用人

（ふりがな） 生 年 月 日

住 所
氏 名 職 名 ・ 呼 称

計 名

注１ 「重要な使用人」とは，規則第２条第５号に規定する重要な使用人をいう。

２ 記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面

を第８面の次に添付すること。
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（第9面）

８ 主要株主の状況

（Ａ）発行済株式の

総数 株

（ふ り が な） 割 合

商号，名称又は氏名 （Ｂ）保有する株式の数 B/A×100 住 所

株 ％

計 株

注１ 「主要株主」とは，規則第２条第２号に規定する主要株主をいう。

２ 記載しきれないときは，この様式の例により作成した書面に記載して，その書面

を第９面の次に添付すること。
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（第10面）

９ 株主総会の状況

注 総会の種類，総会開催の年月日及び総会において決議した事項その他総会に関する

重要な事項を記載すること。
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件数
（件）

受託債権額
債務者
数(人)

回収額
件数

（件）
譲受け債権額

債務者
数(人)

回収額

1-1

1-2

1-3

1-4

1-5

1-6

1-7

1-8

1-9

1-10

1-11

1-12

1-13

1-14

1-15

10　取扱債権の状況

（第11面）

委託を受けた債権 譲り受けた債権

（単位：千円）

種別

８号

９号

１０号

１１号

２号

３号

７号

小計

１号

チ

リ

ニ

ホ

ヘ

ト

ヌ

イ

ロ

ハ

小計

６号

４号

５号

７号の２
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　２　委託又は譲り受けた債権の合計額に利息等が含まれる場合は，括弧書きで元本と利息等の内訳を明示すること。

注１　取扱債権の種別について，複数の条項に該当する場合には，一つの条項を選択して当該条項欄に記載した上，

合計

小計

委託を受けた債権の手数料の合計額 譲受け代金の合計額

　　他の該当条項欄にも［外数］で記載すること。

2-4

2-5

2-6

2-7

２０号

１２号

小計

１３号

１４号

１５号

2-1

2-2

2-3

１６号

１７号

3-8

3-13

3-4

小計

3-2

3-3

3-6

3-7

3-14

3-9

3-10

3-11

3-12

２２
号

3-15

２1
号

3-5

小計

１８号

１９号

3-1
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（第12面）

11 主要取引先

(1) 管理又は回収の委託を受けた相手方 （単位：千円）

件 委託を受けた
商 号 等 住 所 代表者氏名

数 債権の合計額

合 計

(2) 譲り受けた相手方 （単位：千円）

件 譲り受けた 譲り受け代
商 号 等 住 所 代表者氏名

数 債権の合計額 金の合計額

合 計
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(3) 管理又は回収の委託をした相手方 （単位：千円）

件 委託をした
商 号 等 住 所 代表者氏名

数 債権の合計額

合 計

(4) 譲り渡した相手方 （単位：千円）

件 譲り渡した 譲り渡し代
商 号 等 住 所 代表者氏名

数 債権の合計額 金の合計額

合 計

注 取引債権合計額の多い順に，(1)及び(2)については１０社，(3)及び(4)については

５社記載すること。
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（第13面）

12 債権の回収の手法

（単位：千円，％）

前 期 末 当 期 末 当 期 末
回収の手法別

の構成割合
受 託 譲受け 受 託 譲受け

競 売

物 任意売却

的

担 代物弁済

保

付 担 保 の 債務者弁済

き 処 分 に

債 よ ら な 保証人弁済

権 い弁済

第三者弁済

その他

小 計

物 強制執行

的

担 債務者弁済

保

な 保証人弁済

し

債 第三者弁済

権

その他

小 計

合 計

注 「その他」の欄には，その他の回収方法がある場合，その内容及び回収額を記載す

ること。
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（第14面）

13 債権の担保内訳

（単位：千円，％）

債 権

当期末残高
担保の種類

前期末残高 当期末残高 の構成割合

受 託 譲受け 受 託 譲受け

不 動 産

そ の 他

計

保 証

無 担 保

合 計

注１ 各「債権期末残高」欄には，担保の評価額にとらわれることなく債権額を記載す

ること。

２ ２種類以上の担保がある債権については，「担保の種類」欄の上位に掲げられて

いるものとして債権額を計上すること。例えば，不動産及び保証により担保されて

いる債権については「不動産」欄のみに記載すること。

３ 「保証」は，根保証及び保証等の人的担保によってのみ保全されているものをい

う。
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（第15面）

14 延滞債権の状況

（単位：千円）

前期末残高 当期末残高

受 託 譲受け 受 託 譲受け

取扱債権残高

６月未満

６月以上１年未満

延

滞 １年以上３年未満

債

権 ３年以上５年未満

残

高 ５年以上

合 計

注１ 「取扱債権残高」欄には，弁済期が到来したか否かにかかわらず，取扱債権の残

高を記載すること。

２ 「延滞債権残高」欄には，取扱債権残高のうち弁済期が到来したものについて，

それぞれの区分に従い，その債権残高を記載すること。
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（第16面）

15 法的手続の当事者となった件数

（単位：件）

法 的 手 続
件 数

の 種 類
委託を受けた債権 譲り受けた債権

保 全 処 分

訴 訟

調 停

和 解

強 制 執 行

担保権の実行

計

注１ 「保全処分」及び「訴訟」欄には，当期に取り扱った件数，「調停」欄には当期

の利用件数，「和解」欄には裁判上の和解及び裁判外の和解双方を含み，その当期

の成立件数，「強制執行」及び「担保権の実行」欄には当期に申立てを行った件数

を記載すること。

２ 一つの取扱債権につき，複数の法的手続の当事者になっている場合には，重複し

てその件数を記載すること。
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別紙様式第１４号（第１７条関係）

表 面

身 分 証 明 書 第 号

官 職

氏 名

写 真 生年月日

契印 上記の者は，債権管理回収業に関する特別措置

法第２２条第１項に規定する立入検査又は質問を

行う職員であることを証明する。

交付日 年 月 日

（ 年 月 日まで有効）

法務省大臣官房司法法制部長 印

裏 面

注 意 事 項

a１．この証明書は，検査の際に必ず携帯し，関係者の請求があっ

aたときは，これを提示しなければならない。

a２．この証明書は，他人に貸与し，預け入れ，又は譲り渡しては

aならない。

a３．この証明書を破損し，又は紛失したときは，直ちに発行者に

a届け出なければならない。

a４．新たな証明書の交付を受けたとき，退職若しくは転職したと

aき，又は検査に従事しなくなったときは，直ちにこの証明書を

a発行者に返還しなければならない。

a５．官印のないもの及び写真に契印のないものは無効とする。

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ｂ列８番（６４×９１㎜）とすること。
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